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Ⅰ．平成24年度航空局関係予算の基本方針 

（１）成長戦略の推進：首都圏空港の強化 
 
 新成長戦略（平成２２年６月１８日閣議決定）等に基づき、 
首都圏空港を含む徹底的な航空自由化（オープンスカイ）を着 
実に進めるために、我が国の空のボトルネックとなってきた首 
都圏空港（羽田、成田）の容量拡大や運用制限緩和の実現を図 
ることで、ビジネス・観光両面における都市間競争力を強化し、 
我が国にヒト・モノ・カネを積極的に呼び込む原動力とする。 
 具体的には、羽田空港における国際線９万回への増枠に必要 
な国際線地区の拡充、発着容量４４．７万回への増枠に必要な 
エプロン整備、長距離国際線の輸送能力増強に必要なＣ滑走路 
延伸事業等の整備及び成田空港における発着容量３０万回への 
増枠に必要な管制機器の整備等を「日本再生重点化措置」とし 
て推進する。 

（２）防災対策・安全対策等の推進 
 
 東日本大震災による被災を踏まえ、発生確率が高いとされる 
大規模地震等の災害に対応するため、空港の耐震化及び空港の 
津波対策並びに危機管理対策を東日本大震災からの復旧・復興 
対策として実施する。 
 また、航空機の安全運航の確保に不可欠な事業等を着実に実 
施する。 

１ 

（３）空港経営改革の推進 
 
 空港の「整備」から「運営」への政策シフトを着実に実行し、
「民間の知恵と資金」を活用した空港経営の実現を図るため、
関西空港・伊丹空港における経営統合及びその後の早期の運営
権売却への着実な取り組みをはじめとする空港の経営改革を推
進する。 



（単位：億円）

歳　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　出

　 合　　　　計 3,181 （ 3,264 ） 合　　　　　計 3,181 （ 3,264 ）

（　 ）内は前年度予算

（注）　１．この表には、一般会計に計上の工事諸費及び社会資本整備事業特別会計業務勘定に計上の業務取扱費等を含む。

  　　　２．他会計より受入には、一般会計より受入の「日本再生重点化措置」分１１８億円および東日本大震災復興特別会計より

　　    　　受入の「復旧・復興対策」分２４億円を含む。

　　    ３．歳出予算には「日本再生重点化措置」分１１８億円を含み、その内訳は次のとおりである。

　　　　　　東京国際空港（羽田）１０６億円、成田国際空港１２億円。

　　    ４．歳出予算の航空安全・保安対策には、「復旧・復興対策」分２７億円を含む。

　　    ５．「復旧・復興対策」分の東日本大震災復興特別会計より受入額と歳出予算額の差は、地方公共団体工事費負担金収入

　　    　　である。

　　    ７．計数は端数処理の関係で合計額に合致しない。

　　    ８．この表には、平成13年度二次補正において措置されたNTT-A資金の償還関係の２６（２６）億円を含まない。
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Ⅱ．平成24年度航空局関係（公共）予算総括表 

１．平成２４年度 社会資本整備事業特別会計 空港整備勘定収支 

２ 

うち 日本再生重点化措置分 

う ち  復 興 庁 計 上 分 



　　　　単位：億円（％）

　　（　歳　　　　入　） 　（　歳　　　　出　）    

２．空港整備勘定の歳入・歳出規模（平成24年度予算額）

他会計

からの受入

純粋一般財源
288(9.0)

復旧・復興
対策分
24(0 8)

航空機燃料税
419(13.2)

雑収入等
527(16.5)

731
(23 0)

羽田
1,058(33.3)

歳 入 合 計

空港整備勘定自己財源

歳 出 合 計

24(0.8)

着陸料等収入
724(22 8)航行援助施設

３，１８１億円

(23.0)

2,450

成田
13(0.4)

関空等

維持運営費等
1,426(44.8)

３，１８１億円

724(22.8)航行援助施設
利用料収入
1,199(37.7)

(77.0)
関空等
78(2.5)

空港経営
　改革推進

2(0.1)
一般空港等

194(6.1)
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　高質化事業
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 環境対策
 35(1.1)

152(4.8)

３．空港整備勘定のしくみ

航空事業者等

（単位：億円）
平成２４年度予算額 ３，１８１億円
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は平成２３年度から３ヵ年の特別措置。

（ 25）



Ⅲ．平成24年度航空局関係（公共）予算の概要 

平 成 24 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

事     業     概     要     等

(億円) (億円)

１．首都圏空港の整備

(１) 東京国際空港(羽田)の整備

事 業 費 １５５ １３１ ・

借 入 金 元 利 償 還 ９０３ １,００１ 　(うち、借入金償還７７１億円、利払費１３２億円）

国 直 轄 １３ ２ ・ 航空保安施設の整備等

参考：成田国際空港㈱の事業費は約５５０億円

会 社 関 係 国 費

６９ ７５ ・ 関空と伊丹の経営統合後、新会社の全債務の返済に向け、

両空港の運営権売却の取組を円滑化するための補給金

国 直 轄 ９ ６ ・ 航空保安施設の整備

－ １０

２ － ・ 関係者からの提案募集（マーケット・サウンディング）等を実施し、国管
理空港の経営改革を推進

４．一般空港等の整備 １９４ １７２ ・ 滑走路の延長等          

・ 基本施設、航空保安施設の更新・改良等

４９ ７７ ・ 国際競争力強化促進事業

・ 地域競争力強化促進事業

６．航空路施設の整備 １７４ １６１ ・ 次世代航空保安システムの整備

・ 現行航空保安システムの整備

７．航空における安全・安心の確保 １５２ １６９ ・ 空港の耐震化・津波対策等

・ 航空管制業務等の安全性の確保

・ 航空保安対策の向上

８．空港周辺整備の促進 ３５ ５４ ・ 住宅防音工事、移転補償、緩衝緑地帯等整備等

※端数処理の関係で合計額に合致しない。

Ｃ滑走路延伸事業、エプロン新設・改良、CIQ庁舎増設、航空保安施
設等の更新・改良、空港アクセス道路改良等

３．国管理空港の経営改革の推進

区                分

５．空港等機能高質化事業

(２) 成田国際空港の整備

２．関西国際空港・中部国際空港

補　　　　給　　　金

関空・伊丹経営統合準備

４ 



５ 



日本再生重点化措置及び
東日本大震災か らの  
復旧・復興対策の概要 

６ 



１．日本再生重点化措置【首都圏空港の強化】  
 

新成長戦略等に基づき、 羽田の２４時間国際拠点空港化を推進し、最短で平成２５年度中の発着容
量４４.７万回及び国際線９万回への増枠並びに成田の最短で平成２６年度中の発着容量３０万回への
増枠等を背景にオープンスカイを推進。これにより、首都圏の交通利便性を向上させ、ビジネス・観光両
面における都市間競争力を大幅に強化し、我が国にヒト・モノ・カネを積極的に呼び込む原動力とします。 

 

経路逸脱

Bに経路是正指示

Aに回避指示
A

B

監視イメージ

航空機位置

情報取得

受信装置

          同時平行離着陸方式の効率的な運用に資する監視装置整備  １２億円 《成田空港》 

○成田空港の発着容量３０万回への拡大に向けて、ピーク時間帯の処理能力を向上させる同時平行離着陸方式 

    を平成２３年１０月より導入し、発着容量が２２万回から２３．５万回へ拡大 

○同方式の更なる効率的な運用にあたっては、経路逸脱を常時監視し、逸脱時には速やかな回避指示等の 安全 

    策の実施が条件であることから、監視する管制機器が必要 

北風運用時（利根川まで直線上昇） 南風運用時（九十九里まで直線上昇）

同時平行離陸時の飛行ルートイメージ

           ２４時間国際拠点空港化の推進（国際線地区の拡充等）     １０６億円 《羽田空港》 

Ａ滑走路（3,000m） 

Ｂ滑走路 

（2,500m） 

Ｃ滑走路（3,000m） 

国際線地区の拡充 

Ｄ滑走路 

（2,500m） 

Ｃ滑走路延伸
（360m） 

エプロン新設 

  【国際線地区の拡充】 
   
 

 ○国際線９万回への増枠に必要 
     な整備 
 

    ・エプロン増設・改良 
    ・ＣＩＱ施設の増設     
    ・空港アクセス道路改良 
 

 【発着容量の拡大】 
  
  

 ○発着容量44.7万回への増枠に 
     必要な整備 
 

    ・エプロンの新設・改良    
 

 【長距離国際線の輸送能力増強】 
   

 ○深夜早朝時間帯に就航する 
     長距離国際線の大型化を可能 
 
 
 

     ・Ｃ滑走路延伸事業 

エプロン新設 

２４年度予算額 １１８億円 
 

エプロン改良 

７ 
羽田空港（昼間） 成田空港 羽田空港（深夜早朝） ※ 深夜早朝時間帯4万回のうち、1万回は国際チャーター便や国内貨物便を予定。 
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26.0 6.0 
3.0 

36.0 

22.0 

30.3 

22.0 

4.0 ※ 
 

（万回） 

最終形 

羽田：最短で平成25年度中 
成田：最短で平成26年度中 

 

うち国際線 

深夜早朝約３万回  
昼間約３万回 

20.0 

20.0 

うち国際線 

37.1 

44.7 

39.0 

4.0 ※ 

 

平成22年10月まで 羽田D滑走路供用後 

（平成22年10月以降） 

うち国際線 

35.0 

23.5 

62.5 

20.5 

※ 

 

3.0 
3.0 

4.0 

うち国際線 

３万回を国際線に配分することを基本とする。 

国際線の増加を主としつつ、 
国内線の充実も検討。 

現在 

（平成23年10月30日以降） 

26.5 

首都圏空港（羽田・成田）の発着枠の増加について 



  

  

  

  

  

  

集  中  改  革  期  間 

成
長
戦
略
に
基
づ
く
航
空
行
政

の
改
革 

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度～ 

緊
急
支
援
方
策 

ＬＣＣ参入促進による利用者メリット拡大 

緊急支援 

エ
ア
ラ
イ
ン
の
自
己
改

革 

コスト削減努力等の自己改革 

 

・我が国航空企業
の抜本的国際競争
力強化を実現 
 
 

・利用者利便の向
上を通じた我が国
の成長を実現 
 

日本の空を世界へ、アジアへ開く（徹底的なオープンスカイの推進） 

・「集中改革期間」に限り、航空機燃料税の大幅な軽減を緊急的に実施 

・航空機の安全運航の確保に不可欠な事業等を最優先としつつ出来る

限りの経費の縮減を図る 

真に必要な航空ネットワークの維持 

 
航空ビックバン 

 

「民間の知恵と資金」を活用した空港経営の抜本的効率化 

首都圏の都市間競争力アップにつながる羽田・成田強化 

バランスシート改善による関空の積極的強化 

我が国航空企業と航空行政の集中改革 

８ 

 
 羽田の24時間国際拠点空港化を進め、国際線枠を9万回とし、欧

米・長距離アジアを含む高需要・ビジネス路線を展開。 
 成田は、30万回化を機に、更なる国際線ネットワークの強化とともに、

国内フィーダー、LCC（格安航空会社）やビジネスジェットの受け入れ 
   等の機能強化によるアジア有数のハブ空港化。 

 

 拠点空港におけるLCC（格安航空会社）専用ターミナルの整備検討。       
 国際動向に迅速・的確に対応した技術規制の緩和等による航空会社の低コスト化支援。  

 

 
 中期的には、空港関連企業と空港の経営一体化及び民間への経営委託 
   ないし民営化により、空港経営を抜本的に効率化。 

 短期的には、空港整備に係る各歳入・歳出の在り方の見直しを通じ、小型
機の優遇等、時代の要請に応じた着陸料体系を再構築。 

 

 
 関空を首都圏空港と並ぶ国際拠点空港として再生するため、 
   伊丹も活用しつつ、バランスシートを抜本的に改善。 
 これにより、貨物ハブの実現やLCC（格安航空会社）の誘致等、 
   関空の特色を活かした戦略的経営を実現。 

 

 地方が主体となった地方路線維持方策の実現。 
 市場メカニズムを活用した新たな手法による羽田の 
   発着枠の配分。 

 

 成田の30万回化に係る地元合意を前提に首都圏空港を含めたオープンスカイを推進。 
 国際航空物流の活性化のため、従来の枠組みを超えた抜本的な自由化を推進するとともに、ﾌｫｰﾜｰﾀﾞｰ・ﾁｬｰﾀｰ等に係る規制を緩和。 
 観光立国の実現、LCC（格安航空会社）はじめ新規参入促進のため、アジアの諸国・地域を最優先に新たな枠組みの合意を目指す。 

Ⅰ 日本の空を世界へ、アジアへ開く （徹底的なオープンスカイの推進） 

Ⅱ 首都圏の都市間競争力ｱｯﾌﾟ 
につながる羽田・成田強化 

Ⅲ 「民間の知恵と資金」を活用した空港経営の 
抜本的効率化 

Ⅵ LCC参入促進による利用者メリット拡大 

Ⅳ ﾊﾞﾗﾝｽｼｰﾄ改善による関空の積極的強化 
Ⅴ 真に必要な航空ﾈｯﾄﾜｰｸの維持 

利用者利便性の向上を通じた我が国の成長を実現 

国土交通省成長戦略（航空分野） 

 
航空ビッグバン 

 

参  考 



○津波対策事業 

○耐震対策事業 

○危機管理対策事業 

 東日本大震災による被災を踏まえ、発生確率が高いとされる大規模地震等の災害に対応するた
め、空港等の耐震化および拠点空港における危機管理対策を進めるとともに、仙台空港における
津波被害を踏まえ、空港の津波対策を行います。 

 

 地震等被災時に緊急輸送の拠点となるとともに、航空ネットワークの維持、背後圏経済活
動の継続性確保において重要と考えられる航空輸送上重要な空港等のうち、東海・東南海・
南海地震、首都直下地震等の発生確率が高いとされる大規模地震で被災が見込まれる空
港等について、必要な管制機能を確保するための庁舎、レーダー等無線施設及び最低限必
要となる基本施設等の耐震化を行います。 

                       ２４年度予算額  ２０億円 

                  ２４年度予算額  ２７億円 
うち「復興分」（復興庁計上分） １０億円  「全国防災分」 １７億円  

                  ２４年度予算額  １億円 

 沿岸部に位置し、津波襲来のリスクがあると考えられる空港において、津波襲来時の
旅客等の人命保護や、緊急物資輸送拠点機能の確保のための検討を行います。 

東日本大震災における仙台空港への 
津波襲来状況 

                     ２４年度予算額  ６億円 

庁舎・管制塔等の倒壊防止 基本施設の液状化対策 

仙台空港における液状化 

 拠点空港は管制の対象となる航空機の数が多く、管制業務の中断による影響が大きいこと
から、災害発生時において、電源供給の寸断による管制機器への障害発生を防止するため、
無停電電源装置の整備を実施します。 

＜事業の概要＞ 

施工事例 

２．東日本大震災からの復旧・復興対策 

９ 

■津波対策の方針■ 

(平成23年10月策定) 

①緊急避難体制の構築 

②空港機能の早期復旧の為の対応 

■空港の早期復旧対策の検討■ 

●復旧作業体制の早期構築 
 漂流物の除去計画 
 仮設電源の搬入計画 
 セキュリティーエリアの復 
  旧計画 

津波対策のフロー 



個 別 事 業 の 概 要 

１０ 



平成２４年度 主要整備事項 

☆空港アクセス道路改良 

☆エプロン改良 

航空保安施設（更新・改良） 

国内線ターミナル地区 

国際線 

ターミナル地区 

新整備地区 

旧整備地区 

☆Ｃ滑走路延伸 

Ｃ滑走路 

Ａ滑走路 

☆ＣＩＱ庁舎増設 

護岸改良 

（☆印 ： 日本再生重点化措置） 

☆エプロン新設 

無線施設（更新） 

☆エプロン新設 

☆エプロン新設・改良等※ 

※国際線地区のターミナルビルの増築、 

  エプロンの新設・改良等整備について 

    は、ＰＦＩ手法を活用して実施。 

１．国際競争力の強化につながる空港の整備と有効活用 

（１）東京国際空港（羽田）の整備 

羽田空港は、国内航空交通の中心として国内４７空港との間に１日約４６０往復（平成２３年１
２月ダイヤ）、また国際航空交通では海外１５都市との間にネットワークが形成され、国内・国際
の総旅客数で年間約６，４００万人（平成２２年度）の人々が利用しています。  

 

平成２４年度は、新成長戦略等に基づき、２４時間国際拠点空港化を推進し、平成２５年度中
の発着容量４４.７万回及び国際線９万回への増枠等を達成するため、空港機能・利便性等の更
なる向上を図ることとしています。   

これにより、首都圏の交通利便性を向上させ、ビジネス・観光両面における都市間競争力を大
幅に強化し、我が国にヒト・モノ・カネを積極的に呼び込む原動力とします。 

 平成２４年度予算では、国際線地区の拡充やＣ滑走路延伸事業を進めるほか、エプロン
の新設・改良、航空保安施設等の更新・改良、空港アクセス道路改良等を実施します。 

 また、羽田空港の更なる容量拡大・機能強化に向けて、総合的容量拡大検討調査を実施
します。 
 

  ２４年度予算額 １，０５８（１，１３２）億円 
 

   事業費 １５５（  １３１）億円 [うち日本再生重点化措置１０６億円] 

   借入金償還   ７７１（  ８４０）億円 
   利払費          １３２（  １６２）億円 
                  

  ※計数は、端数処理の関係で合計額に合致しない           ※（  ）内は前年度予算            

＜事業の概要＞ 
 

 

 

 

 

 

１１ 



（２）成田国際空港の整備 

 

 

 

 成田国際空港においては、平成２２年１０月に、国、千葉県、地元９市町、成田空港
会社の間での、２２万回から３０万回への容量拡大に関する合意を踏まえ、管制方式の
高度化や施設の拡充整備等により着実に容量拡大を行い、これを背景にオープンスカイ
を進め、国際線ネットワークを一層強化するとともに、国内フィーダー路線の拡充を図
り、ＬＣＣやビジネスジェットの対応強化等により、アジアのハブ空港としての地位を
確立します。 
 このため、平成２４年度は、航空機の出発・到着が集中するピーク時間帯の処理能力

拡大に向けて、平成２３年１０月より導入した同時平行離着陸方式の効率的な運用に必
要な監視装置の整備とともに、慢性的に混雑している第１ＰＴＢ南ウイングの入国審査
場の緩和策を実施します。 

１２ 

●第１ＰＴＢ南ウイング入国審査場の混雑緩和策 

●気象管路整備 

横堀地区エプロン・誘導路等整備 ※会社事業 

西側誘導路整備 ※会社事業 

○成田空港の主な整備 

●同時平行離着陸方式の効率的な運用に資する監視装置整備（日本再生重点化措置） 

北風運用時（利根川まで直線上昇） 南風運用時（九十九里まで直線上昇）

同時平行離陸時の飛行ルートイメージ

経路逸脱

Bに経路是正指示

Aに回避指示
A

B

監視イメージ

航空機位置

情報取得

受信装置

＜事業の概要＞  

 平成２４年度予算では、同時平行離着陸方式の効率的な運用に資する監視装置の整備や
第１ＰＴＢ南ウイング入国審査場の混雑緩和策等を行います。 

 

         ２４年度予算額  １３（２）億円  

            [うち日本再生重点化措置 １２億円] 

                         ※（  ）内は前年度予算 

＜参  考＞ 

 ○会社事業（約５５０億円） 

  平成２４年度は、誘導路・エプロン等の施設整備及び環境対策・共生策等を実施して
いきます。 

  ※会社事業費は、全て会社の自己財源で対応。なお、会社事業費及び事業内容は現在の見込みであり、

会社事業計画の認可時点でさらに精査する予定。 

 （日本再生重点化措置） 



（３）関西国際空港・中部国際空港 

※（ ）内は前年度予算 

 ○ 国直轄事業 

  ・航空保安施設の整備 

    関西国際空港と中部国際空港の航空保安施設の整備を実施します。 

  ・飛行検査機拠点の羽田空港からの移転 

    中部国際空港への飛行検査機拠点の移転に伴う設計を実施します。 

 

                      ２４年度予算額  ９（  ６  ）億円          

 
 

 

○ 新関西国際空港株式会社に対する補給金  

 平成２４年度に予定している関空・伊丹の経営統合後、新会社の全債務の返済に向け、
関空・伊丹両空港の事業運営権の早期売却（コンセッション契約）の取組を円滑化する
ため、新会社に補給金を交付します。 

                   ２４年度予算額 ６９（ ７５ ）億円  

＜事業の概要＞ 

１３ 

【中部国際空港】 【関西国際空港】 

Ｂ滑走路
(4,000m) 

(H19.8.2 供用) 

１期空港島 

２期空港島 

Ａ滑走路(3,500m)
（H6.9.4 供用） 

滑走路(3,500m) 
(H17.2.17 供用) 

旅客地区 貨物地区 

空港用地 
(約470ha) 

地域開発用地 
(約110ha) 

 関西国際空港においては、海上空港建設により多額の事業費を要したことから、巨額

の負債を抱えており、完全２４時間運用という国際拠点空港としての本来の優位性を活

かした戦略的な経営や前向きな投資の実行が困難な状況です。 

 こうしたことから、国土交通省成長戦略会議におけるとりまとめ結果を踏まえ、本年

５月に、「関西国際空港及び大阪国際空港の一体的かつ効率的な設置及び管理に関する

法律」が成立し、平成２４年４月の新会社設立および同年７月の関西国際空港と伊丹空

港との経営統合に向けて必要な準備を進めているところです。経営統合により民間的手

法による両空港の経営、間接部門の経費削減等による収益改善を図ることに加え、ＬＣ

Ｃの拠点化や貨物ハブ化等の関西国際空港の国際競争力強化に向けた取り組みを通じて、

両空港の事業価値の増大を図り、できるだけ早期に事業運営権の売却（コンセッション

契約）の実現を目指します。 

 中部国際空港においては、昨今の経済情勢の影響等により需要が低迷し、完全２４時

間化の早期実現が厳しい状況となっており、国際競争力の観点から、地元関係者の努力

による需要の拡大を図りつつ、戦略的にフル活用を図っていくことが重要な課題です。 

 上記を踏まえ、平成２４年度は、関西国際空港においては、航空保安施設の整備のほ

か、新関西国際空港株式会社への補給金の交付を実施します。また、中部国際空港にお

いては、航空保安施設の整備のほか、飛行検査機拠点の羽田空港からの移転に伴う設計

を実施します。 



（４） 国管理空港の経営改革の推進 

＜ 事業の概要＞ 
        ２４年度予算額  ２億円 （  －  ） 

                                            ※（   ）内は前年度予算 

○ マーケット・サウンディング等を実施し、国管理空港の経営改革を推進します。 

 ｢空港経営改革の実行方針｣の策定後速やかに、個別空港を対象として運営形態や経営手法に関する
提案を募集します（マーケット・サウンディング）。また、その結果を踏まえ、民間事業者への運営委託手
法等の具体的検討に着手します。 

 国管理空港（伊丹空港を除く27空港）については、平成23年7月29日に｢空港運営のあり方に関する検
討会｣報告書が取りまとめられ、今後は同報告書の内容を踏まえて具体的な制度設計を行い、空港経営
改革を推進します。 

 平成24年度においては、夏頃を目途に国として｢空港経営改革の実行方針｣を策定し、その後速やかに、
各空港について、それぞれの個別事情を踏まえた運営形態や経営手法に関する提案を幅広く募集しま
す（マーケット・サウンディング）。また、その結果を踏まえ、民間事業者への運営委託手法等の具体的検
討に着手します。 

 これらにより平成26年度より円滑に運営委託等の手続きを開始し、概ね平成32年度までに27空港につ
いて空港経営改革を実現していくことを目指します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

空港経営改革の対象となる国管理空港（２７空港） 

１４ 

空港会社管理 国管理 地方自治体管理

拠点空港（２８）
（国や空港会社が設置する拠
点空港）

成田、関空、中部

羽田、（伊丹）、新千歳、稚内、釧路、
函館、仙台、新潟、広島、高松、松山、
高知、福岡、北九州、長崎、熊本、大分、
宮崎、鹿児島、那覇

旭川、帯広、秋田、山形、山口宇部

中標津、紋別、女満別、青森、大館能代、
花巻、庄内、福島、静岡、富山、能登、福井、
松本、神戸、南紀白浜、鳥取、出雲、石見、
岡山、佐賀

＜離島空港＞
利尻、礼文、奥尻、大島、新島、神津島、
三宅島、八丈島、佐渡、隠岐、対馬、
小値賀、福江、上五島、壱岐、種子島、
屋久島、奄美、喜界、徳之島、沖永良部、
与論、粟国、久米島、慶良間、南大東、
北大東、伊江島、宮古、下地島、多良間、
石垣、波照間、与那国

その他の空港（１６）
（自衛隊等との共用空港、コ
ミューター空港等）

札幌、千歳、百里、小松、美保、徳島、三
沢、八尾

調布、名古屋、但馬、広島西、岡南、
大分県央、枕崎、天草

合計　（９８） ３ ２８ ６７

地方管理空港（５４）
（地方自治体が設置する重要
な空港）

（計３空港） （計２０空港） （計５空港） 

（計２０空港） 

（計３４空港） 

（計８空港） （計８空港） 

※伊丹空港（国管理空港）については、先行して関空国際空港との経営統合により民間的手法による両空港の経営等を進め、できるだけ早期に事業運営権
の売却（コンセッション契約）の実現を目指している。 



中国方面へ

西方面へ

東南アジア
方面へ

西方面から

北方面から

欧州方面から

北米方面から

北米方面へ

欧州方面へ

北米方面から

北米方面から

羽田

成田

 航空機の安全な運航を確保するため、老朽化が進んでいる施設の更新・改良等を行います。
また、継続中の滑走路延長等の事業を実施します。 

（５）一般空港等の整備 

新石垣空港 

建設地 

滑走路の延長等 

 新石垣空港の整備 
 

・事業内容 ： 滑走路の移設・延長 

      （１，５００ｍ → ２，０００ｍ） 

 
 施設の更新・改良等により、既存空港の機能を
健全な状態に保持します。 

既存空港の機能保持 

（誘導路舗装の改良） （老朽化した空港監視レーダー
の更新） 

（６）空港等機能高質化事業 

 我が国全体の国際競争力や空港後背地域の地域競争力の強化、既存ストックを活用した  
空域・航空路の容量拡大等による空港等の機能高質化を推進します。 

    岩国飛行場における民間航空の再開は、厚木飛行場から岩国飛

行場への空母艦載機移駐等米軍再編に係る負担を担う地元地方公
共団体の要望に配慮することにより、在日米軍基地が周辺住民をは
じめ国民の理解と支持の下に安定的に使用されるという意義を有す
るものであり、平成２２年度以降、本件事業を着実に実施するとの政
府方針に則り、関係省庁の役割分担（民航施設の整備は国土交通省
が主体となって実施。必要な土地の共同使用等に伴う米側との調整
は防衛省が主体となって実施。）に基づき、所要の整備を行います。 

 

２４年度予算額 ４９（ ７７ ）億円                
※（ ）内は前年度予算                          

岩国飛行場 

 

 

 

 

 

 

 
 

＜事業の概要＞ 

  
 

○羽田の２４時間国際拠点空港化により煩雑化する交通 

  流に対応し、運航効率の向上を図るための航空交通流 

  管理機能向上等を実施します。 
     

○旅客の利便性向上等のため、ターミナル地域の改良を 

  実施します。 

 
 

○岩国飛行場において民間航空再開に必要な 

  民航施設の整備を進めます。 

 

１５ 

 既存空港の施設の機能を保持し、航空機の安全な運航を確保するため、老朽化が進んで

いる基本施設（滑走路、誘導路等）、無線施設・航空灯火等の航空保安施設等の更新・改

良等を実施します。 

 その他の空港整備については、集中改革期間（２３～２５年度）の航空機燃料税の大幅

な軽減を踏まえ、出来る限りの経費の縮減を図りつつ、新石垣空港の滑走路移設・延長事

業を引き続き実施するとともに、那覇、福岡空港において、抜本的な空港能力向上のため

の調査を実施します。       ２４年度予算額 １９４（１７２）億円 

           ※（ ）内は前年度予算   

＜事業の概要＞ 

  

【基本施設の改良】 【航空保安施設の更新・改良】 

羽田便、成田便の経路が 

競合し、煩雑な交通流となる。 

羽田 

成田 

首都圏空港周辺の主な交通流 



（１）航空路施設の整備 

 航空交通の安全確保を最優先としつつ、首都圏などの混雑空港・空域における航空交

通容量の拡大やニーズの多様化に対応した効率的な運航を実現するために、引き続き管

制施設、航空保安施設、通信施設等の性能を確保するとともに、我が国の航空交通の特

徴を踏まえ、航空機側の性能向上と調和のとれた航空交通システムの整備を推進します。 

２４年度予算額 １７４（１６１）億円 ※（  ）内は前年度予算      

＜事業の概要＞ 
   

①次世代航空保安システムの整備 
 ・統合管制情報処理システム 

 ・高機能レーダー(ＳＳＲモードＳ) 等 

②現行航空保安システムの整備 

 ・航空保安無線施設 

 ・対空通信施設  等 

 
   

２．航空における安全・安心の確保 

■中核となるデータが一極集中しており、障害時の影響が大きい 

■機能やデータ様式の変更を行う場合、大規模な改修が必要となる 

■中核となるデータを東西2拠点に配置し障害時においても運用の継続を可能とする 

■機能やデータ様式変更対応を柔軟かつ低コストで実現 

■国際民間航空機関が示す新たな航空管制に柔軟に対応 

飛行計画情報 

航空路ﾚｰﾀﾞｰ情報処理 
ｼｽﾃﾑ（ＲＤＰ×４） 

管制間隔確保等のため、
ﾚｰﾀﾞｰ情報や航空機の接
近を回避するための情報

を提供  

洋上管制ﾃﾞｰﾀ表示ｼｽﾃﾑ 
（ＯＤＰ） 

洋上を航行する航空機から
の位置通報等をもとに管制
間隔確保等の情報を管制官
に提供 

飛行情報管理ｼｽﾃﾑ 
（ＦＤＭＳ） 

飛行計画情報等を集中的に処理
し、他ｼｽﾃﾑに必要な情報を提供 

飛行計画情報 

航空路管制卓ｼｽﾃﾑ 
（ＩＥＣＳ×４） 

管制通信等に必要な音声通信
機能並びに他ｼｽﾃﾑから受信し
た飛行計画情報、ﾚｰﾀﾞｰ情報、 
気象情報等を視覚化 
し管制官に提供 

現
行
シ
ス
テ
ム 

・ 
・ 
・ 

レーダー 

情報 

管制部等 

バックアップ 

機能確保 

統合管制情報処理システム 

処理ﾃﾞｰﾀ 

処理ﾃﾞｰﾀ 

航空路処理 飛行計画処理 航空路表示器 支援処理 洋上処理 

航空路処理 飛行計画処理 支援処理 航空路表示器 

西拠点 

東拠点 
次
世
代
シ
ス
テ
ム ・ 

・ 
・ 

レーダー 

情報 

１６ 



・津波襲来時の旅客等の人命保護や、緊急物資輸
送拠点機能の確保のための検討を実施 

 

（２）航空安全・保安対策 

 航空における安全・安心の確保のため、空港の耐震化や津波対策等を実施し、地震等災

害時における空港機能の確保を図ります。また、滑走路誤進入対策や航空保安水準の向上

など、安心して利用できる航空輸送を実現します。 

 （１）空港の耐震化等（復旧・復興対策を含む） 

１７ 

（２）航空管制業務等の安全性の確保 

 ヒューマンエラーを予防するため、滑走路占有状態等を管制官やパイロットへ視覚的に
表示・伝達するシステムの整備等を行います。 

○滑走路誤進入対策 

【滑走路占有監視支援機能】 【滑走路状態表示灯】  

前方に滑走路横
断機があり、離陸
できない状態であ
ることを灯火点灯
によりパイロット
へ伝達 

着陸機接近中
に、航空機が
滑走路に進入
した場合に、
管制官へ注意
喚起 

 地震等被災時に緊急輸送の拠点となるとともに、航空ネットワークの維持、背後圏経済
活動の継続性確保において重要と考えられる航空輸送上重要な空港等について、必要な管
制機能を確保するための庁舎等及び最低限必要となる基本施設等の耐震化等を行います。 
 また、沿岸部に位置し、津波襲来のリスクがあると考えられる空港等において、津波対
策を行います。 

・航空管制機能の停止を防ぐとともに空港の管理機
能を確保 

 

管制塔等の倒壊防止 

 （３）航空保安対策の向上 

  

   航空会社による保安検査等 

 
 
   
 
           
 

 

の１／２を分担・補助 

 テロを巡る国際情勢は依然として厳しいことから、航空会社等による航空保安対策の
確実な実施を確保するとともに、液体物の新たな検知技術などの先進技術の活用や実際
に保安検査等に携わる人材育成にも取り組むことにより、航空保安の向上を推進します。 

○ 旅客及び機内持込手荷物の検査 
○ 受託手荷物の検査 
○ 空港関係者及び搬入物の検査 
○ 駐機中の航空機の監視   等 

 検査職員の委託費 
 検査機器の整備費 

２４年度予算額 １５２（１６９）億円  
                     [うち復旧・復興対策分 ２７億円] 

※（  ）内は前年度予算 

【津波対策】  【空港施設の耐震化】  

仙台空港への津波襲来状況 



空港周辺整備の促進 

 空港と周辺地域との調和ある発展を図るため、学校・住宅等の防音工事、移転

補償等、緩衝緑地帯の整備を推進し、航空機騒音による障害の防止・軽減、生活

環境の改善を進めます。 

※ ＷＥＣＰＮＬ 
１日あたりの騒音のレベルを評価する尺度。 
通過全航空機の騒音について、夕方・夜間の分を加重して足し合わせて算出。いわゆる「うるささ指数」。 

第２種区域（WECPNL90以上） 

第１種区域（WECPNL75以上） 

70W   75W 90W 95W 

 
＜事業の概要＞ 
  ①教育施設等防音工事 等                  ４（ １０）億円 
  ②住宅防音工事                    ６（ １０）億円 
  ③空港周辺環境整備事業（移転補償等、緩衝緑地帯整備） ２５（ ３４）億円 
                     ２４年度予算額     ３５（ ５４）億円 
                          ※（ ）内は前年度予算 
 
（注） 平成２４年度中に予定されている関西国際空港・大阪国際空港の経営統合に伴い、経営 
   統合後の大阪国際空港周辺の事業は新関西国際空港株式会社の自己財源で対応予定。 
 
 

環境負荷の軽減に努め、空港と周辺地域の共生を図ります。 

３．空港周辺地域との共生 

第３種区域（WECPNL95以上） 

１８ 

●外壁の遮音、防音サッシ・エアコン・換気扇の設置等、住民が 
 実施する住宅防音工事を助成 
●老朽化したエアコン、換気扇の更新を助成 
●学校・病院等の防音工事を助成 

●移転補償跡地を活用し、騒音軽減 
 効果のある緩衝緑地帯を整備 

●移転希望者に対して、土地の買取り、  
  建物の移転に伴う損失補償等を実施 



その他

26(2.5)

ICAO拠出金

12(1.2)

1,018百万円

その他

62(6.1)

ICAO分担金

628(61.7)

着陸料等収入

義務的経費

654(64.2)

公共交通等安全

対策 290(28.5)

裁量的経費

364(35.8)

物件費の内訳 

独立行政法人関係経費の内訳 

その他

28(2.8)

ICAO拠出金

13(1.3)

988百万円

その他

63(6.4)

ICAO分担金

623(63.1)

着陸料等収入

義務的経費

651(65.9)

公共交通等安全

対策 261(26.4)

裁量的経費

337(34.1)

【23年度予算額】 【24年度予算額】 

（単位：百万円（％）） 

Ⅳ．平成24年度航空局関係（非公共）予算総括表 

（単位：百万円） 

１９ 

（単位：百万円）

平 成 23 年 度
予 算 額

平 成 24 年 度
予 算 額

増▲減額 備　考

2,377 2,206 ▲ 171

運 営 費 交 付 金 2,304 2,074 ▲ 230

施 設 整 備 費 補 助 金 73 132 59

1,598 1,490 ▲ 108

運 営 費 交 付 金 1,499 1,451 ▲ 48

施 設 整 備 費 補 助 金 99 39 ▲ 60

3,975 3,696 ▲ 279

事　　　　項

（ 独 ） 航 空 大 学 校 関 係 経 費

（ 独 ） 電 子 航 法 研 究 所 関 係 経 費

合　　　　計

平 成 23 年 度
予 算 額

平 成 24 年 度
予 算 額

増▲減額 備　考

　国土交通本省 882 913 31

Ｉ Ｃ Ａ Ｏ 経 費 636 640 4

そ の 他 物 件 費 246 273 27

　地方航空局 1,955 2,007 52

人 件 費 1,849 1,902 53

物 件 費 106 105 ▲ 1

2,837 2,920 83

人　    件    　費 1,849 1,902 53

物　    件    　費 988 1,018 30

義務的経費 651 654 3

裁量的経費 337 364 27

区　　　　分

合　　　　計

平 成 23 年 度
予 算 額

平 成 24 年 度
予 算 額

増▲減額 備　考

　国土交通本省 882 913 31

Ｉ Ｃ Ａ Ｏ 経 費 636 640 4

そ の 他 物 件 費 246 273 27

　地方航空局 1,955 2,007 52

人 件 費 1,849 1,902 53

物 件 費 106 105 ▲ 1

2,837 2,920 83

人　    件    　費 1,849 1,902 53

物　    件    　費 988 1,018 30

義務的経費 651 654 3

裁量的経費 337 364 27

区　　　　分

合　　　　計

平 成 23 年 度
予 算 額

平 成 24 年 度
予 算 額

増▲減額 備　考

　国土交通本省 882 913 31

Ｉ Ｃ Ａ Ｏ 経 費 636 640 4

そ の 他 物 件 費 246 273 27

　地方航空局 1,955 2,007 52

人 件 費 1,849 1,902 53

物 件 費 106 105 ▲ 1

2,837 2,920 83

人　    件    　費 1,849 1,902 53

物　    件    　費 988 1,018 30

義務的経費 651 654 3

裁量的経費 337 364 27

区　　　　分

合　　　　計

平 成 23 年 度
予 算 額

平 成 24 年 度
予 算 額

増▲減額 備　考

　国土交通本省 882 913 31

Ｉ Ｃ Ａ Ｏ 経 費 636 640 4

そ の 他 物 件 費 246 273 27

　地方航空局 1,955 2,007 52

人 件 費 1,849 1,902 53

物 件 費 106 105 ▲ 1

2,837 2,920 83

人　    件    　費 1,849 1,902 53

物　    件    　費 988 1,018 30

義務的経費 651 654 3

裁量的経費 337 364 27

区　　　　分

合　　　　計

平 成 23 年 度
予 算 額

平 成 24 年 度
予 算 額

増▲減額 備　考

　国土交通本省 882 913 31

Ｉ Ｃ Ａ Ｏ 経 費 636 640 4

そ の 他 物 件 費 246 273 27

　地方航空局 1,955 2,007 52

人 件 費 1,849 1,902 53

物 件 費 106 105 ▲ 1

2,837 2,920 83

人　    件    　費 1,849 1,902 53

物　    件    　費 988 1,018 30

義務的経費 651 654 3

裁量的経費 337 364 27

区　　　　分

合　　　　計

平 成 23 年 度
予 算 額

平 成 24 年 度
予 算 額

増▲減額 備　考

　国土交通本省 882 913 31

Ｉ Ｃ Ａ Ｏ 経 費 636 640 4

そ の 他 物 件 費 246 273 27

　地方航空局 1,955 2,007 52

人 件 費 1,849 1,902 53

物 件 費 106 105 ▲ 1

2,837 2,920 83

人　    件    　費 1,849 1,902 53

物　    件    　費 988 1,018 30

義務的経費 651 654 3

裁量的経費 337 364 27

区　　　　分

合　　　　計

平 成 23 年 度
予 算 額

平 成 24 年 度
予 算 額

増▲減額 備　考

　国土交通本省 882 913 31

Ｉ Ｃ Ａ Ｏ 経 費 636 640 4

そ の 他 物 件 費 246 273 27

　地方航空局 1,955 2,007 52

人 件 費 1,849 1,902 53

物 件 費 106 105 ▲ 1

2,837 2,920 83

人　    件    　費 1,849 1,902 53

物　    件    　費 988 1,018 30

義務的経費 651 654 3

裁量的経費 337 364 27

区　　　　分

合　　　　計

平 成 23 年 度
予 算 額

平 成 24 年 度
予 算 額

増▲減額 備　考

　国土交通本省 882 913 31

Ｉ Ｃ Ａ Ｏ 経 費 636 640 4

そ の 他 物 件 費 246 273 27

　地方航空局 1,955 2,007 52

人 件 費 1,849 1,902 53

物 件 費 106 105 ▲ 1

2,837 2,920 83

人　    件    　費 1,849 1,902 53

物　    件    　費 988 1,018 30

義務的経費 651 654 3

裁量的経費 337 364 27

区　　　　分

合　　　　計

平 成 23 年 度
予 算 額

平 成 24 年 度
予 算 額

増▲減額 備　考

　国土交通本省 882 913 31

Ｉ Ｃ Ａ Ｏ 経 費 636 640 4

そ の 他 物 件 費 246 273 27

　地方航空局 1,955 2,007 52

人 件 費 1,849 1,902 53

物 件 費 106 105 ▲ 1

2,837 2,920 83

人　    件    　費 1,849 1,902 53

物　    件    　費 988 1,018 30

義務的経費 651 654 3

裁量的経費 337 364 27

区　　　　分

合　　　　計



航空局（非公共）予算の主要事項 

国際民間航空機関（ICAO）分担金・拠出金 航空輸送安全対策の強化 

1944年国際民間航空条約(シカゴ条約）に基づき国連 
の専門機関として設立。 

 設 立 

 
国際民間航空が安全にかつ整然と発達するように、 
また、国際航空運送業務が機会均等主義に基づいて 
確立され、健全かつ経済的に運営されるように、一定 
のルール等を定めることを目的としている。 

 目 的 

 
航空技術部門、航空輸送、法律問題、地域活動、技 
術活動、航空保安施設の共同維持に関する事業 

 事 業 

 
３６カ国 
【日本は航空輸送において最も重要な国（第１カテゴ 
リー）に位置づけられている。】 

理事国 

 

国際的に外国航空機の安全性の監視が求められる中、 

我が国への外国企業の乗り入れが増加しており、これらの 

安全対策を強化するため、ランプインスペクションの拡充・ 

強化等を実施 

外国航空機安全対策の強化 

     ２４年度予算額 ７０（６６）百万円 

 

航空会社の本社、基地、運航便等に対して 

高頻度で立入検査を行うとともに、抜き打ち 

検査を効果的に実施 

航空会社に対する厳正な監査の実施 
国際民間航空機関の概要 

   ２４年度予算額 ６４０（６３６）百万円  

予防的な安全対策の実施 

航空安全情報管理・提供システムにより収集した、航空会社 

からの航空安全情報の分析・活用を実施 

 平成２０年３月に事業化が決定された新たな国産旅客機の開発と並行して、製造国政府と
しての確実な安全性審査が求められています。このため同機に取り入れられる新技術に対応
した審査手法を確立し、適切かつ迅速に安全性の審査を実施し、市場への円滑な投入・外国
への輸出を支援していくとともに、航空機産業の振興にも寄与していきます。 

 
 
 

最新技術の導入 
ＭＲＪ 

 我が国で初めての国産ジェット旅客機（定員70～90人） 
 今後２０年、世界で５０００機以上の需要が見込まれる 
  ７０～９０席クラス（リージョナルジェット機）の市場に投入 

客室の快適性 

低燃費・低騒音 

高い安全性 
炭素繊
維複合
材技術 

次世代
エンジン 

新型スリムシート 

新技術に対応した安全性審査手法の確立 地上試験等、安全審査の本格化 飛行試験に係る研修の強化 

国産旅客機の開発に伴う安全性審査 

２４年度予算額 ８５（７６）百万円  

２０ 

初飛行 型式証明 事業化決定 申請 試作機製造開始 引渡し→就航 

部品・装備品の試験 マニュアル類の設定 

図面・解析書の審査 

地上試験・製造過程審査等 

飛行試験 

事故・不具合対応等、
型式証明後も継続し
た取り組みが必要 

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 

優れた 
運航経済性 



地域公共交通バリア解消促進等事業

・ バス、タクシー、旅客船、鉄道駅、旅客ターミナルのバリアフリー化等を支援
・ 地域鉄道の安全性向上に資する設備整備等を支援
・ バリアフリー化されたまちづくりの一環として、ＬＲＴ、ＢＲＴ、ＩＣカードの導入等公共交通の利用環境改善を支援

地域公共交通調査事業

・ 地域の公共交通の確保・維持・改善に資する調査の支援等
・ 東日本大震災被災地域における地域内の生活交通の確保・維持のあり方について、特例措置により支援(※)

地域公共交通確保維持事業

・ 存続が危機に瀕している生活交通のネットワークについて、地域のニーズを踏まえた最適な交通手段であるバス交通、
デマンド交通(注)、離島航路・航空路の確保維持のため、地域の多様な関係者による議論を経た地域の交通に関する
計画等に基づき実施される取組みを支援

○都道府県を主体とした協議会の取組みを支援
： 地域をまたがる幹線バス交通ネットワーク、離島航路・航空路の確保・維持 等

○市町村を主体とした協議会の取組みを支援
： 幹線バス交通等幹線交通ネットワークと密接な地域内のバス交通・デマンド交通等の確保・維持 等

○東日本大震災被災地域における幹線バス交通ネットワーク等の確保・維持の取組について、特例措置により支援(※)

（注） 利用者の個別の需要（デマンド）に応じて、需要を集約した上で、ドア・ツー・ドア型輸送サービスを提供する形態の乗合輸送

『地域公共交通確保維持改善事業』
～生活交通サバイバル戦略～

２４年度予算額 ３３２億円

（※）東日本大震災の被災地域におけるバス交通等生活交通の確保・維持のため、復旧・復興対策に係る経費として、
復興庁に計上される２６億円を含む。

 

 

 

 生活交通の存続が危機に瀕している地域において、地域の特性・実情に最適な移動手段が
提供され、また、移動に当たっての様々な障害（バリア）が解消されるよう、「地域公共交
通確保維持改善事業」により離島航空路の運航や航空旅客ターミナルのバリアフリー化等を
支援することとします。 

  離島の航空輸送等の確保 

 

 

 

 

    
 
 
 
 
 

<事業の概要> 
○ 離島航空路の運航支援（地域公共交通確保維持事業） 

 離島航空路線は内陸路線に比べ旅客需要が小さく、運航距離が近距離でコスト面で割 
高である上、趨勢的な人口減少、経済力の低下等により、離島路線をとりまく環境はま 
すます厳しい状況にあります。しかし、離島航空路線は離島住民の日常生活に不可欠な 
ものであることから、離島航空路線の確保維持、離島住民の移動環境改善の取組みを支
援します。 

 
○ 航空旅客ターミナルのバリアフリー化等支援（地域公共交通バリア解消促進等事業） 

 公共交通機関における高齢者・障害者等の移動に係る利便性及び安全性の向上を図る 
ため、航空旅客ターミナル施設の移動等円滑化及びバリア解消に資する待合・乗継環境 
の向上のための整備を支援します。 

     
           『地域公共交通確保維持改善事業』 

  ２４年度予算額（一般会計）３３２（３０５）億円の内数 
〔うち復興分（復興庁計上分）２６億円〕 

※（ ）内は前年度予算額 

２１ 

    【関連事項】 



【法人税・所得税】 

・新関西国際空港株式会社から環境対策事業のために助成金（国庫補助金とみなす）

を交付された個人又は法人（学校法人等）がその交付の目的に適合した固定資産の

取得又は改良に充てた金額について総収入金額不算入又は損金算入する。 

 

【登録免許税】 

・新関西国際空港株式会社が環境対策事業の用に供するために、最長平成２５年度

末までに取得（売買契約）した土地について、その後２年以内の所有権移転登記を非

課税とする。 

 

【不動産取得税】 

・新関西国際空港株式会社が環境対策事業の用に供するために取得する土地に係る

不動産取得税について非課税とする。 

 

【固定資産税・都市計画税】 

・新関西国際空港株式会社が環境対策事業の用に供するために保有する固定資産に

ついて課税標準を１/２に軽減する。 

○環境対策事業の実施に伴う税制 

【法人税】 

・関空土地保有会社が、各事業年度において、関空土地保有会社の所得のうち新関

西国際空港株式会社との所得の合算の１/５を超える金額等を上限として、将来の整

備支出に備えて準備金として積み立てた場合、当該積立額を土地保有会社の所得に

損金算入する。 

 

【法人事業税】 

・新関西国際空港株式会社及び関空土地保有会社に係る資本割の課税標準について２年

間資本金等の額に５/６を乗じた額を控除する。 

 

【固定資産税・都市計画税】 

・新関西国際空港株式会社及び関空土地保有会社が基本施設、航空保安施設等の

用に供するために保有する固定資産について課税標準を１/２に軽減する。 

○空港運営事業の承継に伴う税制 

【平成２４年度航空局税制改正結果一覧】 

新関西国際空港株式会社及び関空土地保有会社に係る諸税の特例措置【拡充等】 
（法人税・登録免許税・法人事業税・固定資産税・不動産取得税等） 

参考 

２２ 



成田国際空港株式会社が事業の用に供する固定資産に係る特例措置【延長】 
 （固定資産税・都市計画税） 

・成田国際空港株式会社が基本施設、航空保安施設の用に供するために保有する固

定資産について課税標準の軽減率を４/５（現行３/４）にした上で、特例措置の適用期

限を２年間延長する。 

（平成２５年度まで） 

国内線に就航する航空機に係る特例措置 【延長】          （固定資産税） 

・国内線航空機に係る課税標準の特例措置の適用期限を２年間延長する。 

（平成２５年度まで） 

   【内容】 

     最大離陸重量 ２００トン以上：最初の３年間 ２/３に軽減 

     最大離陸重量 ２００トン未満：最初の５年間 ２/５に軽減※ 

       ※ただし、地方路線就航時間割合が２/３以上に限る。(２/３未満は２００トン以上と同率を適用) 

沖縄路線航空機に積み込まれる航空機燃料に係る航空機燃料税の軽減措置【延長】 
（航空機燃料税） 

・沖縄路線航空機に積み込まれる航空機燃料に係る航空機燃料税の特例措置（現行

9,000円/kℓ（本則特例の１/２））の適用期限を２年間延長する。 

（平成２５年度まで） 

  （参考） 

   本則    26,000円/kℓ → 18,000円/kℓ （平成２３年度～平成２５年度） 

離島路線 19,500円/kℓ → 13,500円/kℓ （平成２３年度～平成２５年度）  

沖縄路線 13,000円/kℓ →   9,000円/kℓ （平成２３年度～平成２５年度） 

     ※沖縄路線の特例対象として、本土―宮古島、石垣島、久米島が追加されることとなった。 

空港内において使用される特殊車両に係る軽油引取税の課税免除の特例措置【延長】 
（軽油引取税） 

・一定の空港内において使用される特殊車両に係る軽油引取税の課税免除の特例措

置の適用期限を３年間延長する。 

（平成２６年度まで） 

２３ 



２
４

 

参
 

 
考

 



２
５

 

参
 

 
考

 


